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はじめに
環境問題の原因に経済活動が密接に関わっている以上,その解決のためには
科学技術だけでなく,社会経済システムの視点からもアプローチすることが必
要不可欠である｡ 環境会計はそのための有用な手法として期待されている｡
環境経営は,企業が環境マネジメントシステムを構築し,これを基盤として
企業の生産活動,製品 ･サービスを通じて環境負荷を低減し,また利害関係者
等への環境情報の開示を行い,企業が環境と調和した持続可能な発展を図るこ
とである｡ しかし,環境経営を進めるためには,そのツールとして企業活動と
その環境への影響を測定する環境会計は欠かせない｡また,情報開示制度の拡
充に伴い,環境会計をどのように経営戦略に取り込んでいくかが重要な課題と
なった｡環境と調和した持続可能な社会を目指すために企業が果たす役割は大
きいし,それによるメリットも大きいからである｡
中国においては,これまで物質的に豊かになろうとする気持ちが強く,経済
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発展を優先してきたが,環境問題は深刻であり,これから生活水準の向上とと
もに環境への関心も高まっていくものと思われる｡ その際,経済活動の中核で
ある企業が環境を配慮する経営をする必要があり,それを効率的に行うための
ツールの一つとして環境会計の役割が期待されている｡
本論文では,環境会計がどのようなものなのか,内部環境会計と外部環境会
計の問題領域を考察し,日本の環境省による環境会計ガイドラインや先進的な
事例を考察することを通じて,中国の企業への導入にも適合した環境会計シス
テムの類型と今後の課題について論じる｡
第 1章 環境会計の概要
環境会計が企業の環境対策の新しいツールとして注目を集めている｡本章で
は,環境会計の概要や環境会計導入の背景などを検討する｡
第 1節 環境会計の概要
1.環境会計とは何か
環境会計の概念と統一的な定義は,国際的には,ようやく確立され始めてい
る段階である｡
会計の定義を ｢情報を提供された者が適切な判断と意思決定ができるように,
経済主体の経済活動を記録 ･測定して伝達する手続き｣(飯野利夫 [2])とす
ると,環境会計も会計の一分野であると言えるが,貸借対照表や損益計算書か
ら構成される伝統的な企業会計とは異なっている｡ また,環境会計は発展途上
の新しい分野であり,企業会計のように制度化されているものではなく,確立
されたルールも現時点では存在しない｡参考までに1つ挙げると ｢環境会計と
は,企業の環境に関する活動及び影響を認識して,主に貨幣単位で測定 ･評価
し,企業内部及び外部に伝達する行為｣(園部克彦 [7])である｡
日本の環境省 『環境会計ガイ ドライン2002年版』が取り扱う環境会計は,
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｢企業等が,持続可能な発展を目指して,社会との良好な関係を保ちつつ,環
境保全への取組みを効率的かつ効果的に推進していくことを目的として,事業
活動における環境保全のためのコストとその活動により得られた効果を認識し,
可能な限り定量的 (貨幣単位又は物量単位)に測定し伝達する仕組み｣として
いる｡
2.環境会計の分類
環境会計には様々な分類がある｡具体的には,①対象とする領域による分類,
②利用日的および機能による分類,③計算可能性による分類が示される｡
① 環境会計の対象とする領域による分類
国民経済レベルすなわちマクロ経済レベルの環境会計 (マクロ環境会計)と,
企業や自治体レベルすなわちミクロ経済レベルの環境会計 (ミクロ環境会計)
に分類することができる｡
マクロ環境会計では,SNA (System of NationalAccounts)と呼ばれ
ているGDPを中心とする国民経済計算体系を補完するSEEA (System of
IntegratedEnvironmentalandEconomicAccounting)が知られている｡
国連が1993年に25年ぶり国民経済計算体系 (SNA)を改訂し,またSNAと
整合的な環境 ･経済統合勘定の開発を推進する中で,環境 ･経済統合勘定がサ
テライト勘定の1つとして導入され,各国にこの勘定の作成を勧告した｡
一方ミクロ環境会計は,企業が環境に対して支出している費用の種類や金額,
それが環境にもたらす便益性を示したものである｡ ミクロ環境会計は,企莱や
自治体等,国民経済を構成する個別経済単位の環境会計である｡そのミクロ環
境会計は,内部環境会計と外部環境会計に分けられる｡
② 環境会計の目的 ･機能による分類
環境会計も企業会計の一領域であるため,企業会計の目的および機能の視点
からの一般的な分類である財務会計と管理会計の区分を適用することができる｡
すなわち,環境会計の管理会計的領域を内部環境会計と呼び,財務会計的領域
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を外部環境会計と呼ぶこと｡
内部環境会計は経営管理の視点からの環境会計で,研究,開発が進められて
いる管理手法として環境品質原価計算,ライフサイクル ･コスティング, トー
タル ･コス ト･アセスメントおよび活動基準原価計算 (ABC)の応用等を主
たる課題とし,企業が環境対策の現状を把握し,今後の環境対策の意思決定を
行うための情報を掌握するものである｡
外部環境会計は企業外部者への環境情報の開示のあり方すなわち開示の目的,
対象および方法等を主たる課題とし,環境対策への取組みとその効果を外部に
向けて報告する｡
内部環境会計と外部環境会計の連携が本質的なレベルにおいて極めて重要で
あり,両者は不可分の関係でなければならない｡環境保全を営利性の追求と並
ぶ企業目的として位置づけるならば,外部の利害関係者の支持が不可欠となり,
経営者は外部利害関係者の継続的な支持なくして,持続的な環境保全活動を行
うことはできない｡内部環境会計で得られた情報に基づく外部への情報提供が
必要となる｡
③ 環境会計の計算可能性による分類
環境会計を計算可能性のレベルから分類すれば,貨幣数値での会計を中核に
置きながらも,非貨幣の物量数値,記述情報まで範囲に含めることができる｡
貨幣数値は,企業活動によって発生する環境コストや環境負債の認識 ･測定
から企業の環境効果の貨幣単位による評価までを含む｡
非貨幣の物量数値は,企業の環境活動を貨幣単位以外で計量化する計算領域
であり,エコバランスやライフサイクル ･アセスメント等が含まれる｡
記述情報は,計量化できない企業の環境活動に関する情報提供が含まれ,環
境報告書に欠くことのできない,環境方針,環境目的,環境マネジメントシス
テムに関する説明も,その多くは記述情報である｡
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第2節 環境会計導入の背景
1.深刻化する環境問題
深刻化する地球環境問題を解決するために,政府間レベルでは,1992年に,
180にも上る国と地域が参加して,ブラジルのリオデジャネイロにおいて,也
球サ ミット (環境と開発に関する国連会議/UnitedNationConference｡n
EnvironmentandDevelopment:UNCED)が開催され,環境と経済発展の調
和に関する国際的な原則である ｢環境と開発に関するリオデジャネイロ宣言｣
およびそれを具体化するための21世紀に向けての行動計画である ｢アジェンダ
21｣が採択された｡
2.内部管理の必要性
企業経営においては,企業全体として環境保全コストはどのくらいの金額に
なっているのか,また,その効果 ･便益はどの程度なのか,すなわち,環境保
全のために要したコストとその効果を,貨幣単位であれ,物量単位であれ,こ
れを適正に把握することは,その対策の費用対効果を把握することに繋がると
ともに,対策の実施についての意思決定を行う際には,極めて重要な情報とな
る｡
3.自主的な環境保全活動の促進
環境会計の導入を促進させた背景としては,環境マネジメントシステムの国
際規格であるISO14001の認証取得に代表される,企業の自主的な環境保全活
動の促進が挙げられる｡
4.情報開示の要求
現在の環境問題は企業等が製造 ･販売する製品 ･サービスに何らかの形で係
わる部分が多く,環境問題の解決に向けて企業の積極的な取組みが必要不可欠
である｡ その点で,企業は自らの事業活動に伴う環境負荷等に関する ｢説明責
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任｣があると考えられており,その情報を開示する社会的責務があると言える｡
企業が公表する情報の一つとして環境会計情報は必要なものと考えられている｡
さらに,企業評価を行う時の一つの尺度として,企業の環境への取組み状況
を対象にして,その情報として環境報告書,中でも環境パフォーマンス情報と
環境会計情報が重要視されている｡ 特に,企業の環境格付け,社会的責任投資,
エコファンド等においては,環境会計情報が評価項目の一つとして極めて重要
である｡
第2章 環境会計における会計事項
環境会計は ｢環境に関する会計情報の提供ツール｣と考えられる｡ 環境会計
では,企業の環境保全活動が,企業から排出される環境負荷物質の抑制及び除
去等に加えて,汚染-された自然資産の浄化等を目的として行われることから,
これらの活動に要したコストすなわち環境コストが測定されなければならない｡
この環境コストと物量単位あるいは貨幣単位で測定された企業の環境保全活動
の成果すなわち環境保全効果あるいは経済効果と対比することが重要である｡
第 1節 環境コス トの把握
企業の環境に対する取組みについて,実態を正確に把握し,環境対策を効率
的に実施するには,環境保全に対して,どの程度環境コストがカウントされて
いるのかをつかむ必要がある｡
1.環境コス トの定義
環境会計の分野では環境コストは多様な意味をもつ語として使用されている｡
環境コストは経済システムによる環境への働きかけに伴うマイナスの財務的変
化,より具体的には正味資産の減少分である｡ 意図された影響をもたらす活動
に関わる環境コストを環境保全コストと呼び,意図されない影響をもたらす活
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動に関わる環境コストを環境損失と呼んでいる｡ ＼
環境省ガイドラインの定義によると,｢環境保全コスト｣とは,｢環境保全の
ための投資額及び費用額｣であるとし,｢企業等の事業活動に起因する環境負
荷を抑制すること等を目的としたコスト及びこれに結びついたコスト｣として
いる｡ この環境負荷には,貨幣情報と物量情報が含まれる｡
環境保全コストとしての ｢投資額｣とは,対象期間における環境保全を目的
とした支出額で,その効果が数期にわたって持続し,その期間に費用化されて
いくものをいう ｡ ここでいう投資額は,財務会計における償却資産の当期取得
額とする｡企業等の償却性資産への設備投資額のうち,何らかの現在あるいは
過去の活動が原因で,将来支出が見込まれるとき,借方に費用,貸方に ｢引当
金｣(負債性)を設定する｡ なお,企業の設備投資額 (過去)のうち,すでに
生じた環境保全を目的とした支出額を減価償却累積額とするのは理解が困難と
する意見もある｡
環境保全コストとしての ｢費用額｣とは,環境保全を目的とした財 ･サービ
スの費消によって発生する財務会計上の費用又は損失とする｡ 企業等の費用の
うち,環境保全を目的とした当期の環境保全対策に係る効果に対応する発生費
用に関する情報を得るためのものである｡ この費用額は,費目別には人件費,
原材料費,減価償却費,修繕引当金繰入額等からなる｡
環境保全コストとしてくくって定義している脱硫集塵装置のような投資額の
当期減価償却費と,例えば防液壁のように将来の万一の事態発生を予測して設
置した施設への引当金を損金繰入した費用額には,減価償却部分が含まれてい
るが,合算する際には留意を要する｡
企業にとって費用であるという意味で,設備投資も含めて減価償却資産もそ
の中に入るので,減価償却の対象となるものもある｡ 評価性引当金は,借方の
資産の価値を控除するという意味で減価償却を借方費用に,貸方のほうの資産
と反対側に記帳して,貸借対照表価額を控除する｡
しかし,将来の環境破壊を回避するために投資される防液壁のような固定資
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産は,特定引当金である公害補償準備基金のような流動負債への引当金や修繕
引当金,債権にする貸倒引当金同様に,引当金手当てするという解釈が可能で
ある｡たとえば貸付金のうち不良債権を見積もって,貸付金と反対側に記帳し
て貸付額から控除し貸付額の本当の価値を評価 ･表示するように,年度の ｢負
債性引当金｣として損金繰入で決済される｡その限り,回避費用 (Avoidance)
は,厳格な意味での環境保全コスト(Saving)とはちかう｡ Avoidanceでの
費用項目 (損失)は負債性引当金として記載される｡それらは,現在の貸付金
の ｢評価｣ではなく,現在の貸し付けに由来する ｢将来の損失の可能性｣を引
き当てるという意味である｡
現在すでに発生して支出されているものは,｢費用｣であるが,まだ支出は
ないが,現在の企業活動の結果,将来たとえば公害補償や土壌の改良などの負
担がかかるおそれがあるとき,それを現在の株主にも負担させるために,引当
金を設定するのと同様で,いわば企業の自家保険という性格を有する｡そうし
た意味で,環境省ガイドラインはもっと厳密に規定される余地を残している｡
2.環境コストの集計範囲及び把握方法
環境保全コストの集計範囲 (会計対象)については,ガイドラインにおいて
は,｢まず,集計かしやすい工場,事業所等のサイト単位,もっと小さな区分
からでも結構である｣としている｡
また,連結決算の対象範既と環境報告書等で対象とする範囲は,必ずしも一
致しない場合がある｡環境的重要性を考慮した上で,集計範囲を決定する必要
がある｡
環境保全コストの把握,集計にあたっての考え方としては,｢個々のコスト
が環境保全コストに該当するか否かは,支出目的で捉えることを原則とし,必
要に応じて効果面で補完して判断｣するとしている｡環境保全コストとして,
どういった把握をすればよいのかについて,ガイドラインでは,環境保全以外
の目的のコストや通常の場合のコストと結合した ｢複合的なコスト｣から分別
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して環境保全コストを把握 (測定)する場合には,その把握 (測定)の方法と
しては,優先順位で考えることとしている｡
① 差額の集計
② 合理的基準による按分集計
③ 簡便な基準による按分集計
④ 特記付き全額計上
3.環境コス トの分類
環境コス トは,集計範囲 ･財務諸表での表示等により様々に分類することが
できる｡
(1)集計範囲による分類
環境コス トは,個々の企業内ないし企業集団内において発生 ･負担する私的
コス トのみを集計する方法,もしくは,企業の外部で発生 ･負担する社会的コ
ス トまで含めて集計する方法,というように分けられる｡
(2)環境コス トの表示上の分類
環境コス トは,経常的コス トと臨時的コス トに分けられる｡ さらに,経常的
コス トは環境投資と環境費用に分けられる｡ 環境投資は,貸借対照表上,評価
性引当金繰入対象の有形固定資産ないしは繰延資産に分類されるが,環境費用
は,損益計算書上で経常的な費用となる｡環境費用は,現在存在している環境
破壊に対する修復コス トと考える｡
一方,臨時的コストは,環境損失となり,損益計算書上で臨時的な損失とし
て計上される｡環境損失は,事故等により臨時に発生した損失ないし過年度に
発生 した環境破壊に対する修復コス トの当期計上分と考える｡
(3)ガイ ドラインにおける環境コス トの分類
環境省の ｢ガイ ドライン(2002年版)｣における環境コス トは,外部報告を目
的とし,個々の企業内ないし企業グループにおいて発生 ･負担するコストを集
計対象としており,また,環境保全コス トは貨幣単位で表されている｡さらに,
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環境保全コストを事業活動の種類に応じて,つぎの7つに分類している｡
1)生産 ･サービス活動により事業エリア内で生じる環境負荷を抑制するため
の環境保全コスト (略称 :事業エリア内コスト)
2)生産 ･サービス活動に伴ってその上流又は下流で生じる環境負荷を抑制す
るための環境保全コスト (略称 :上 ･下流コスト)
3)管理活動における環境保全コスト (略称 :管理活動コスト)
4)研究開発活動における環境保全コスト(略称 :研究開発コスト)
5)社会活動における環境保全コスト (略称 :社会活動コスト)
6)環境損傷に対応するコスト (略称 :環境損傷コスト)
7)その他環境保全に関連するコスト (略称 :その他のコスト)
第2節 環境効果の把捷
企業経営上は費用対効果で最小のコストで最大の効果を上げることが基本で
ある｡環境効果の把握は,環境コストの把握と並んで,環境会計の重要な構成
部分である｡
1.環境効果とは何か
環境会計が主に対象とする効果としては,大別して,①事業活動による環境
負荷を抑制または回避する,社会にとっての効果である環境保全効果と,②そ
れと同時に発生する事業収益に何らかの形で貢献する企業等の経済主体自身に
とっての環境保全対策に伴う経済効果,に分けられる｡ さらに,貨幣単位で表
すか,それ以外の物量単位や記述情報で表す (図1)｡
2.環境保全効果
環境保全効果は,環境負荷の発生の防止,抑制又は回避,影響の除去,発生
した被害の回復又はこれらに資する取組みによる効果とし,物量単位で表す｡
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(1)環境保全効果の算定方法
環境保全効果は,基準期間における環境負荷量等と当期における環境負荷量
等との差として算定する｡
･方法 1基準期間との単純比較による方法
環境保全効果-基準期間の環境負荷量等-当期の環境負荷量等
企業等の環境負荷の全体的変動を捉えることができる｡
図1 環境コストと環境効果の関係
効果面
コスト面
環境保全のための投資額
及び費用額
例)事業エリア内コスト
上 ･下流コスト
管理活動コスト
研究開発コスト
社会活動コスト
環境損失コスト
環境保全効果.(主に物量単位)
例)環境パフォー マンス (環境負
荷 ･エネルギー消費等)の改
善や社会貢献 (物量単位)
環境保全対策に伴う経済効果
例)事業収益の寄与額
費用削減 ･回避額
イメージ向上
(主に貨幣単位)
出所 :環境省 ｢環境会計システムの導入のための
ガイドライン(2000年版)｣
･方法2基準期間との事業活動量調整比較による方法
環境保全効果-基準期間の環境負荷量等×(当期の事業活動量÷基準期間の
事業活動量)一当期の環境負荷量等
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(2)環境保全効果と金額表示
環境保全効果について,その経済価値を評価することによって,貨幣単位で
表現する試みがある｡ 現在,環境経済学等においては,環境の経済価値につい
て様々な評価手法が開発されているが,環境会計に適用できる評価手法はまだ
確立されていない｡
(3)ガイドラインによる環境保全効果の分類
これは物量単位で把握され,企業等の環境保全対策の費用対効果を検討する
際には,まず初めに把握すべき項目であるとされている｡
ガイドラインでは,以下のように分類されている｡
①事業活動に投入するエネルギーや資源の消費量の減少による環境保全効果
②事業活動から排出する環境負荷及び廃棄物の排出量減少による環境保全効果
③事業活動から産出する財 ･サービスの使用時の資源消費量や環境負荷の現象
による環境保全効果
④輸送量の減少や輸送に伴う環境負荷の減少による環境保全効果
実務的には,物量表示される環境保全についても,因果関係の確実な効果デー
タを示すのは容易なことではない｡前年度比の増減の絶対量表示では効果を表
すまともな指標とはいえない｡
3.環境保全対策に伴う経済効果
環境保全対策に伴う経済効果 (略称 :経済効果)は,環境保全対策を進めた
結果,企業等の利益に貢献した効果とし,貨幣単位で表す｡
経済効果について,一定の仮定のもとに算定するもので,内部管理に有効な
情報と考えられる｡このような情報を活用することによって,例えば,将来起
こる可能性のある損害賠償や環境損傷修復のための経済的なリスクを評価し,
環境保全に関する投資の効果を評価性引当金繰入することにより,経営上の意
思決定に役立てることができる｡
環境省ガイドラインでは,経済効果は,その根拠の確実さの程度によって,
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実質的効果と推定的効果とに分けることとしている｡
①実質的効果は,確実な根拠に基づいて算定される経済効果とする｡
a.収益向上効果- リサイクル収入など
b.費用節減効果- 省エネ ･省資源に伴う費用削減,廃棄物量低減に伴う廃
棄物処理コストの節約など
実質的効果の算定方法については,収益の場合は,実施した環境保全活動の
結果として,当期において実現した財務会計上の収益を計上し,費用節減の場
合は,環境保全効果の算定方法に準じて,基準期間における費用と当期におけ
る費用との差として算定する｡
②推定的効果は,仮定的な計算に基づく経済効果とする｡
推定的効果は,経営管理の上で重要な情報であり,主に内部利用が想定され
る集計項目である｡
a.リスク回避効果 (偶発効果)- 環境対策を実施しなかった場合に想定さ
れる土壌汚染 ･水質汚染の修復費用,訴訟費用等を環境保全コストの効果
とする偶発効果
b.利益寄与効果- 環境保全のための投資または費用支出を行うことで企業
イメージの向上をもたらし,販売促進につながる効果
C.資本調達コスト削減効果 (みなし効果)- 企業の環境活動を考慮した投
資信託である ｢エコファンド｣の発売で資本コストの削減による効果など
第3章 環境会計と環境報告書についての事例分析
日本における環境会計への取組みは近年急速に進展している｡ これは,環境
省が毎年実施している ｢環境にやさしい企業行動調査｣の結果にも見ることが
できる｡ 平成14年度の調査結果 (有効回答数2,967件)によると,環境会計に
ついて,573社が ｢既に導入している｣と回答しているほか,461社が ｢導入を
検討している｣と回答しており,約1,034社が導入済み又は導入を検討してい
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る｡ 平成13年度の調査結果と比較すると,導入している企業数は約82社の増加
となっている｡
また,日本では環境報告書の公表が加速,環境報告書を作成 ･公表している
企業は650社に達している｡ これらの企業は,環境省の環境会計ガイ ドライン
案に沿って環境報告書を作成することを要請されていることから,環境報告書
に環境会計情報を記載する企業も増加することになる｡ 環境会計情報を公開し
ている企業数は462社となっており,環境会計を導入している企業数と比較す
ると,約81%の企業が環境会計情報を公開していることとなる｡
本章では,50数社の環境報告書とその他資料から,河野 [11]を参考にして,
以下のように環境会計や環境報告書の意義と課題について論じる｡
第 1節 環境報告書における環境会計
環境報告書は1990年代に入って環境活動に先進的に取組む企業によこて公表
されるようになってきた｡日本の企業では,ISO14001の認証取得を契機とし
て環境報告書の公表を始めるという形で,環境報告書が普及してきた｡
環境会計は,多くの報告書に記載され,環境保全対策のコストと効果の集計
結果を,貨幣単位 ･物量単位で公表するための手法として位置づけられる｡ こ
の環境会計は,金額情報を中心とし,物量情報も含み,数値データを中心とし
ている｡ これに対して,環境報告書は,情報の種類を問わず,企業組織の環境
にかかわる負荷 ･取組みの状況についての情報を包括的に含む｡
1.財務情報開示の理由
環境報告書における環境会計情報の扱いにあたり,財務情報と物量情報の関
係を,基本的には,財務情報に焦点を合わせ,物量情報を財務情報の理解を深
めるための補完情報とみる｡ しかしながら,環境保全の視点から物量情報を重
視し,まずはこの情報を掲示し,次に関連する財務情報を掲示することを否定
するものではない｡
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2.各種の利害関係者
環境報告書において考慮すべき環境会計情報の読者すなわちステークホルダー
とされる利害関係者として ｢環境会計ガイ ドライン｣では,消費者,取引先,
投資家,金融機関,地域住民,NGO,行政および一般国民等をあげている｡
3.環境会計情報の開示形式
環境会計情報の開示にあたってまず考えなければならないのは,環境コスト
の分類である｡｢環境会計ガイ ドライン｣が採用し,多くの企業が採用してい
るコスト分類は損益計算書の勘定科目との整合性を考え,環境コストを損益計
算書上の勘定科目に基づいて分類し,開示していることである｡
また,環境保全の視点では,環境保全活動が環境負荷物質の排出の抑制及び
除去等を目的として行われることを念頭において,物量情報との対応をより的
確に行うために,環境コストを,大気,水,土壌,地下水,騒音,振動,廃棄
物等に対応させて分類し,開示することが考えられる｡
第2節 環境報告書における環境会計の諸類型
企業が作成している環境会計にはいろいろなタイプがある｡ 環境省が公表し
たガイ ドラインを参考にしながら,業種や業態によって様々であり,ガイドラ
インの分類にそのままではなじまない場合もある｡ そういった場合に対応する
ために,業種独自のガイドラインがいくつか作成されている｡
また,各社が創意工夫を凝らして取組んでいるというのが現状である｡ 実際
に公表されている企業の環境会計を分析すると,環境保全コスト,環境保全効
果,経済効果の組み合わせにより, 1.環境保全コスト主体型, 2.経済効果
対比型,3.環境保全効果対比型,4.総合的効果対比型,の4つのタイプに
大きく分類することができる｡ 環境会計ガイ ドラインでは,経済効果対比型を
類型の一つとして挙げず,公表用フォーマットも例示していない｡しかし,我々
は経済効果対比型が重要であ.ると考えるものであり,その理由を第3節で述べ
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る｡ さらに2と4は,経済効果について,確実な根拠に基づいて算出される効
果に範囲を限定する企業と,仮定的な計算に基づく効果まで含めて計上する企
業に分かれる｡ また, 3と4は環境保全効果について,物量単位で表したもの
と,それを貨幣単位や何らかのインパクトを表す単位に換算したものに分かれ
る｡
1.環境保全コスト主体型
環境保全コストを中心に作成されており,環境保全コストに対応する効果に
ついての対比がないものであるが,環境省ガイドラインでは環境会計の一つの
型と位置付けている｡ 代表例としては,川崎重工業の環境会計があげられる｡
川崎重工業株式会社は,『Kawasaki 環境報告書2001』の中で環境会計に関
する情報を公表している｡ 当社の環境会計は,環境省｢環境会計ガイドブック｣
と照らし合わせるとその部分適用である｡ 環境会計として,環境対策設備投資
と環境保全コストを計上している｡環境対策設備投資は,大気 ･水質 ･騒音 ･
振動等の公害防止対策設備,社内廃棄物処理関連設備,省エネ対策設備,地球
環境保全対策設備等に対する費用である｡また,環境保全コストは,環境対策
設備の維持管理,産業廃棄物および事業系一般廃棄物の処分 ･リサイクル,環
境保全関連製品 ･技術の研究開発のための費用である｡
環境保全コスト主体型の開示方法は,株主,債権者および投資家等の伝統的
な利害関係者にとっては有益な情報を提供するが,財務情報に関心が低いと考
えられる地域住民や消費者等の利害関係者にとっては不十分な情報開示といえ
る｡ 彼らにとっては環境保全効果に関する情報の開示が欠かせない｡また,伝
統的な利害関係者にとっても,環境保全コストを投じて達成された環境保全効
果や経済効果には重大な関心をもっているものと判断されることから,環境保
全コスト主体型の開示方式は十分な開示方式とはみなされえない｡
環境コストのみを表示している会社では,各社ともほとんどが効果の考え方
捉え方が固まり次第公表する予定となっている｡
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2.経済効果対比型
これは,企業が負担した環境保全コストとそれがその企業にもたらした経済
的メリットを比較するものである｡環境省ガイドラインでは環境保全効果の把
握を環境会計の主目的とし,経済効果を副次的なものと位置付けている｡
経済効果対比型の環境会計は,環境保全活動によってもたらされた経済的効
果を開示することによって,株主投資家から環境保全投資への理解が得られや
すくなるという意義がある｡ 同時に,企業内部においては,環境セクションの
役割に対する全社的理解が高まっていくという役割も担っているといえる｡
このタイプの事例としては,資生堂が 『SHISEIDO 環境報告書2001』で,
松下電器グループが 『2000年度環境報告書』の中で環境会計に関する情報を公
表している｡資生堂はその活用目的 ･意義として,｢内部管理｣と ｢外部公表｣
に大きく分けており,具体的には①環境負荷低減の観点からコストパーフォマ
ンスの高い設備の推進,②社外に向けてのより客観的 ･定量的なデータの提供,
を挙げている｡
｢環境保全コスト｣の分類については,2000年5月公表の ｢環境省ガイドラ
イン｣に準拠して集計している｡
｢効果｣については,その定義や分類に関して社会的に議論の余地が残され
ている分野であり,明確に把握できるものに限定し,｢環境保全対策に伴う経
済効果｣として集計している｡
3.環境保全効果対比型
環境投資及びコストがもたらした環境保全効果との対比で行うものである｡
すなわち,用いたコストが環境保全にどれだけ貢献したかを表す｡このタイプ
の目的は,主に企業の環境保全対策の費用対 (社会的)効果を明らかにするこ
とにあり,環境会計の基本型とも言える｡
このタイプの事例は, ミニス トップの環境会計が 『MINISTOP 環境報告
書2001』の中で環境会計に関する情報を公表している｡ ミニストップにおける
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環境会計導入の目的は,環境保全活動に関わる費用と効果が数値化されるため
に活動の実態把握と分析及びパフォーマンスの改善が可能になる｡ また,店鏑
への来客,加盟店,取引先,従業員,株主等への ｢環境情報｣として活用する
と考えられる｡
4.総合的効果対比型
環境保全コストがもたらした環境保全効果及び環境保全対策に伴う経済効果
との対比で行うものである｡ 総合的に環境保全対策のコスト対効果を明らかに
しようとするものである｡ 貨幣単位による経済効果と物量単位による環境保全
効果の両者で表す｡
このタイプの事例として,リコーグループが 『リコーグループ 社会環境報
告書2001』の中で環境会計に関する情報を公表している｡リコーグループでは,
環境会計を,環境保全活動を適切にマネジメントしていくための管理ツールと
して経営に活かすことを最大の目的としている｡ 1998年度公表の環境会計以来,
これまで,環境保全コスト･経済的効果 ･環境保全効果を網羅した総合効果対
比型環境会計の提唱と実践を行ってきた｡リコーグループ環境会計の先進的取
組みは評価される｡
リコーグループ環境会計の結果を見ると,環境保全コストは増加傾向にある
ものの,環境経営度を測る効率指標の一つである ｢環境負荷利益指数 (事業付
加価値/環境負荷総量)｣については,ここ3年で2倍に伸びている｡ リコー
グループの事業付加価値の伸びは3年で1.2倍であることから考えると,効率
の高い環境保全活動が展開できていると考えられる｡
従来,環境会計は,環境保全コストに対する環境負荷削減効果を捉え,その
効率などを評価 ･公表するためのツールであった｡しかし,それだけでは,環
境経営の意思決定を支援するには,不十分である｡ リコーグループは事業の全
ての工程から発生する環境負荷 (環境負荷ポテンシャル)を測定 ･分析し,エ
コバランスを考慮した新しい内部環境会計に取組んでいる｡ 今後,環境会計に
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関するノウハウが蓄積されるにつれて,総合的効果対比型が環境会計の主流に
なっていくものと予想されている｡
第3節 経済効果対比型の意義
1.環境会計の二つの流れ
現在,世界の環境会計の流れを見ると,おおまかにアメリカ型とヨーロッパ
型の二つのタイプに分けることができる｡ アメリカ型は貨幣的環境会計で,環
境保全を考慮する際に,どちらかというと (営利)企業としての経営の視点か
ら見る傾向があり,企業の環境保全活動がもたらすコストとベネフィットから
見る立場である｡ アメリカではスーパーファンド法を守るために,汚染された
土地の浄化にかかる環境損失がコストの中で大きな関心を持たれている｡また,
ベネフィットには,短期的な実質的効果ばかりでなく,リスク回避効果,企業
イメージ向上による販売促進やエコファンドによる資金調達のメリットなども
含まれる｡ それに対して,ヨーロッパ型は物量的環境会計であり, ドイツ,ス
イス,フランスなどで多く行われている｡ ここでは,どちらかというと環境 ･
物質循環の視点から見る傾向があり,企業活動が環境に与える物量的環境負荷
や環境保全活動がもたらす物量的環境保全効果 (社会的ベネフィット)を重視
する｡
2.経済効果対比型の意義
環境会計ガイドラインは環境会計の作成において,それぞれの企業がその目
的やデータ利用可能性に応じて選択できるように,環境保全コスト主体型,環
境保全効果対比型,総合的効果対比型の3つの型を示すことにより柔軟な枠組
みを提供しようとしている｡ 社会的厚生の観点からは環境保全効果対比型や総
合的効果対比型が望ましいことは理解できる｡ しかし,社会的に環境志向が強
まっているとはいえ,企業経営の立場からは主として財務情報から得られる環
境保全コスト主体型から一足飛びに社会的ベネフィットを配慮する環境保全効
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果対比型に移るよりは,途中に企業経営の視点からのコストとベネフィットの
関係を表す経済効果対比型がある方がよいように思われる｡ ある意味では,経
済効果対比型はアメリカ型,環境保全効果対比型はヨーロッパ型,総合的効果
対比型は両方を含む環境会計を表しているとも考えられる｡
経済効果対比型の弱点は,ベネフィットがコストより大きくなることはほと
んどないので,環境会計を作成する意義が感じられないと言われている｡ しか
し,先進的な企業は別にして,まだ環境会計を作成していない普通の企業にとっ
て,企業経営の視点から環境保全活動を見ることも重要であると考えられる｡
第4節 先進企業の環境会計の事例分析
日本では環境意識や環境情報開示に対する認識が一層深まり,持続可能な社
会に向けた市民と企業との対話が促進されるにつれ,多くの企業が環境会計に
積極的に取組んでいる｡ 本節では,宝酒造をとりあげ,日本が環境会計を実施
し,その結果を環境報告書に公表する先進的事例の分析を通じて,ある業種の
特徴を明らかにすると同時に,共通の環境会計の問題意識と発展の方向性を明
らかにしたい｡
宝酒造は,酒類業界に属している｡ 特に日常消費財を製造 ･販売している企
業である｡ 当社における大きな環境問題は,商品が消費されるのに伴い発生す
る容器包装問題である｡ 容器包装等の環境に対する負荷の少ないグリーンプロ
ダクツを作ったISOを導入し,経営そのものをグリーン化する活動も続けてい
る｡ 環境問題のスタンスが他業界とかなり異なることが,今後の環境会計等で
も違った形で表われてくるのではないかと考える｡
1.線字決算報告書の概要
①線字決算の特徴
宝酒造の環境会計では ｢緑字決算｣という概念を用いている｡ それは地球か
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らの投資に対する企業活動の決算である｡ 具体的には,企業活動の地球環境へ
の責献度を指標化して社会に公表するという作業で,地球が企業に投資した
｢自然｣という財産を運用した結果を表す指標づくりを目指したものである｡
線字決算を行うにあたり,企業の様々な環境保全活動の成果を単一の指標で
表すことで,従業員に対しては自社の環境保全活動の情況を理解し,環境活動
の管理ツールとすると共に,社会に対しても自社の環境への負荷の発生情況と
その改善 (改悪)度をわかりやすくし,社会的監視の目を環境活動推進のイン
センティブとするという意味が大きい｡
つまり黒字と緑字の両立が21世紀の企業の重要課題で,この2つの指標を公
表することにより社会からの注目のもとで企業活動を推進することが重要と考
える｡
②緑字の定義
縁字指標は,企業活動の地球環境への貢献度の指標である｡ その指標化は,
2つの指標からなる｡
1つは ｢環境負荷削減緑字｣である｡ これは,地球環境に対する企業活動の
影響は常に赤字 (環境負荷)と考え,その赤字をいかに減少させたか,その努
力の成果 (環境負荷削減量)を表す縁字である｡
もう一つは ｢社会貢献縁字｣である｡ これは,企業活動において地球資源を
利用する見返りとして同社が積極的に行う環境保全活動の実績を示す線字であ
る｡ すなわち自然保護等の社会貢献活動に利益の一部を供出するという活動で
ある｡ この活動指標として社会貢献縁字という指標でとらえている｡ 2つの緑
字は企業の地球環境への貢献の様々なあり方を示したものである｡
③二つの緑字の算出
｢緑字決算｣では様々な環境活動の成果をまとめて ｢ECO (エコ)｣という
綜合指標で評価する｡
具体的には社外の環境問題研究者3名と社内の環境担当者 5名の計 8名で
｢地球環境保全のために宝酒造として取組むべき重要度｣という基準でディス
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カッションし,その後5段階評価で投票を行い,重み付け値を決定している｡
また環境問題は時間とともに変化するため,この重み付けも3年ごとに改訂す
る｡
表 1は宝酒造の緑字決算報告について示している｡
2000年度の結果は,｢環境負荷削減 縁字｣が+29ECOになった｡これは生
産量が基準年(1997年)より5%増加しているにもかかわらず,環境負荷の総量
が大きく減少したことになる｡
社会貢献縁字の算出は,｢自然保護活動｣と ｢環境啓発活動｣に出資した金
額を前年と比較し,その増減率で表す｡ここでの1ECOは前年比の増減率 1%
となる｡
｢社会貢献 縁字｣は-5ECOと昨年に引き続き減益となった｡これは,礼
会貢献活動の項目の削減や,個々のキャンペーンの費用削減によるものである｡
2.宝酒造の環境会計
表1では,宝酒造の環境コストとその経済効果を開示する環境会計について
示している｡
(算出方法)
イ)対象は宝酒造単体 (バイオ事業部門は除く)である｡
ロ)集計は各事業所環境スタッフと本社環境関連部署のスタッフが環境保全の
目的に発生したコストを集約した｡
ハ)集計項目は環境省ガイドラインをベースにしている｡
こ)すべてが環境保全目的でない投資,経費については25%･50%･75%の分
類で費用按分をした｡
ホ)投資については10年間の按分で費用化し,｢費用｣の項目に参入している｡
過去は1996年度の投資より参入している｡
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表1 宝酒造の緑字決算報告
2000年度 緑字決算報告 (2000年4月-2001年3月)
環境負荷削減 緑字 (2000年川 -2001年3｣)
地球環境からの調速 地球環境-の放出
原料の調達 舞姫エネルギーの調達 大気排出､排水の発生 工場廃棄物 容器包袈排出
原材料 包装晶 用水 電力 燃料 排水 CO2 No光Sox
00年度 109 20,208 5,94636,9ー721,2131,91317,771236 156 170 19,791
99年度 110 23,700 6,16837,26221,2135,12118,348255 1′18 315 26,900
98年度 106 27,600 6,81831,58125,0005,78847,058245 lノ12 1,950 28,600
97咋度 110 35,600 7,25133,23825,4005,83350,622290 169 16,162 36,600
(単位) 干し し 千m3 千kwh kl 千m3 t-C t L L i
00/97(%) 99.1 56.8 82.0 111.1 87.1 81.2 9′1.4 81.492.3 I.0 5ノ1.1
(丑改善率(%) 0.9 43.2 18.0 -ll.I 12.9 15.8 5.6 18.67.7 99.0 15.9
②5段階評価 1 4 1 3 3 1 3 2 2 5 1
*③重み付け値 0.33 1.33 0.33 1.00 1.00 0.33 1.00 0.670.67 1.67 1.33
*(卦重み付け値-(診5段階評価値÷3(5段階評価の中央値)
(注1)2000年度の生産量は基準年97年度に比べ5%増
産でした｡生産量の増加はECOの減少につながるため
実質練字は5ECO加算され34ECOとなりますO
(》×(卦の平均値 29.1
2000年度 環境負荷削減 緑ヰ二十29FJCO
20004度実'円l絞字(注1) +34ECO
全休に係わるコス ト
ll,477113,16662､6,680 279,008
- 686 10,2ノ10 -
環境負荷削減 緑字 +29F,CO
環境コス ･計 1,091,117
1一三CO当たり 37,635
社会貢献 緑字
(金額単柁 :千円) 支出金額 対97年度% 社会貢献緑字
1997年度 94,252
1998年度 77,831 83 -17ECO
1999年度 75,279 80 -20ECO
2000年度 70,795 75 -25ECO
出所 .宝酒造株式会社 『TAKARA緑 字 決 算 報 告 書 2001』 よ り作 成
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へ)人件費については環境活動に費やした時間割合に人件費平均単価を乗じて
集計した｡
ト)経済効果については明らかに金額換算できる物のみ集計した｡
第5節 日本における環境会計の現状
日本では,環境会計は導入期から確立期への移行段階に入ったと判断できる｡
2000年度環境報告書上で開示はしていなくとも,社内において内部環境会計を
構築している企業は,数は多くないものの存在する｡現時点では,内部環境会
計はまだ萌芽期であり,方法論,計算の精度その他様々な問題が残されている｡
しかし,外部環境会計がここ数年の間に飛躍的に発展したように,内部環境会
計も環境経営上の必要に迫られ,発展し,より経営に役立つものになると予想
される｡
外部環境会計と内部環境会計の両者の境界は暖味な所があり,明確に分けら
れるものではない｡外部環境会計といわれる現在環境報告書に公表されている
環境会計も企業全体の環境保全活動を把握し,環境コストの管理が可能になっ
たという点では内部管理に役立っている｡今後,外部環境会計と内部環境会計
は相互に補完しながら,発展し,より有用なものになっていくことが期待され
る｡
環境省の率先的な取組みによって,日本の環境会計はひとつの指針を確立す
ることができたと言える｡現在の日本企業の環境会計の水準は,社会政策とし
ての環境会計の目的を満たすためにはまだ発展途上のものではあるが,ひとつ
の将来的な発展方向として認識されるべきである｡企業にとって,環境会計に
基づぐ情報提供を活用できるとすれば,環境会計実務は一層の普及をみるであ
ろう｡ 企業の環境に関する情報を開示することは時代の流れであり,企業が発
展していくためには,環境報告書,環境会計への取組みが必要な要素なのであ
る｡ そしてそれが市場を通じた21世紀型の環境経営を一層促進するならば,環
境会計の社会的意義は最大限発揮されることになる｡
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第4章 中国の企業における環境会計の現状と提言
本章では,中国の企業における環境会計の背景,環境会計実務の現状及び取
組み事例,中国における企業への導入にも適合した環境会計システムの類型な
どを考察し,今後の展望と提言をまとめる｡ 背景や現状などについては,清華
大学等による先駆的な調査 [27]を参考にしている｡
第 1節 中国の企業における環境会計の必要性の背景
中国の企業は,これから環境会計を導入し,環境会計情報を企業内で利用し,
外部に開示すべきであるが,その理由として,以下の2つの背景があると考え
られる｡ その一つは中国における深刻な環境問題を克服するという国内的要因
であり,もう一つは中国が国際的に進出する際に必要とされるという国際的要
因である｡
1.中国企業の環境会計の国内的背景
中国企業が環境会計を導入しなくてはならない背景の一つとしては,中国国
内の環境状況,環境保全の取組み及びグリーン消費が挙げられる｡ 中国が1978
年に開放改革政策を始めて以来,政府は環境保全業務を日増しに重要視するよ
うになっており,環境保全法規の制定も加速しつつある｡経済の急速な発展に
より,環境の質が一部で低下しその代償となってしまっている｡ 1990年代,環
境負荷は一部では極限状態にあり,もしこのような状態が改善されないならば,
その結果は想像を絶するものになるだろう｡ ゆえに,政府は環境保全をますま
す重視し,環境保全法規体系の更なる健全化とその執行をより厳しく求めてい
る｡様々な民間の環境保全機構が次々に組織され,グリーン消費という理念も
少しずつ起こっている｡ このために,企業が新規投資や老朽化した設備に技術
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改革等をする場合に,環境問題や持続可能な開発の途を考えざるを得なくなっ
ている｡
中国がこれからますます発展するために,西部地区の大開発や基盤整備の大
型プロジェクトを推進して経済発展を遂げようとしている｡ その時にエネルギー
問題が重要となり,即環境問題が課題となる｡ 先進国が歩んだ公害問題の轍を
踏まず,地球環境保全に配慮しながら,｢経済｣と ｢環境｣のバランスのとれ
た開発を進めるための管理研究とすることである｡
2.中国の環境会計の国際的背景
経済グローバル化の趨勢が高まるにつれ,中国経済は日増しに国際経済の一
部分となることを迫られている｡ ISO14001の認証取得はすでに,商品がヨー
ロッパ市場へ参入するための ｢通行証｣となっており,もし中国の企業が環境
保全を重視せず,また対外的に自己の環境活動等の環境情報を有効に公表しな
いならば,国際競争に負ける可能性は極めて高い｡
認証取得の目的は①欧米向けの輸出拡大を図るため②従来の中国製品に対す
るイメージを払拭するため｡③ISOという国際標準-グローバル ･スタンダー
ドを見習って,問題の多い中国流の経営管理を見直すために利用すること等が
ある｡ 環境会計の導入はすでにISO14001認証を取得している企業がこれを維
持するためにも有益であり,ISO14001未取得の企業がこれを取得するために
も有益であるということを意味している｡
このため,国内的及び国際的な二重の背景により,中国企業は自身の発展戦
略をグリー ン理念により再編する必要に迫られている｡その中には環境会計の
導入や環境報告書の作成が含まれる｡ そのようにしてこそ,中国企業は国内及
●
び国際的商品とサービスのマーケットにおいて競争に負けない地位に立つこと
ができる｡
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3.ISO14001認証登録状況
中国が国際的に進出するために,中国政府が積極的に推進しているものに,
ISO14001の認証取得がある｡ これは同じ国際標準化機構のISO9000シリーズ
の取得において政府の不手際のため,国際競争力を弱体化させてしまったとい
う経験があるからだと言われている｡ そこで,1998年 3月,中国政府は
ISO14001の認証に ｢国家認可制度｣を導入し,ISO14001認証の一括管理を目
指している｡中国の企業経営者や従業員にはまだ ｢環境保護より生産増｣とい
う意識が強いが,政府の奨励の効果もあって,ISO14001認証取得が急速に進
んでいる｡ 2002年12月現在,中国国内でISO14001の認定を取得した事業所は
2,803件で,世界で7番目となっている｡ちなみに,日本は10,620事業所で世
界一である｡
中国におけるISO14001取得状況は,中国環境管理体系認証機構認可委員会
の2001年7月現在の資料によれば,次のようになっている｡ 企業の類型から見
ると,認証取得の中で外資系企業が67%,国有企業が18%,私営企業が15%を
占めている｡ このことから,外資系企業が国際市場のニーズに適応しようとす
る意識が大変強く,また中国における環境保全活動をリードしていることがわ
かる｡
次に,業種分布から見ると,ハイテク産業である電子と通信設備の製造業が
圧倒的に多く,認証取得合計の52%を占めている｡その次に,機械と化学工業
がそれぞれ10%を占め,建設業とサービス業がそれぞれ5%で続いている｡
また,地域分布から見ると,経済発展地区である広東,上海,北京が多くなっ
ている｡
第 2節 中国の企業における環境会計の現状分析
1.中国環境会計の理論研究の状況
中国における環境会計の研究について,早くは1992年,葛家潮教授がグリー
ン会計 (すなわち環境会計)について発表している｡ その後,環境会計の論文
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が会計専門誌上で次々と紹介や検討されるようになり,環境監査についての論
文も若干発表されるようになった｡
中国会計学会は,環境会計の研究を行う必要性について,かなり明確な考え
方をもっている｡経済や社会の持続可能な開発を実現し維持していくために,
会計モデルは環境問題がもたらす資産価値の損失や引き起こされるかもしれな
い負債についての経済的情報を提供する必要がある｡同時に,企業自身が長期
的な収益を維持し,社会的責任を担うためには,環境保全支出が必要であると
いうことである｡
中国会計学会は,まず環境会計の基本的目標を検討し,企業が経済的収益を
重視するのと同時に,生態環境と物質循環規律を非常に重視し,環境資源を合
理的に開発利用することにより,社会的収益と環境的収益の向上努力を企業に
促すことにしている｡
中国の環境会計の理論研究における現状は,一方では,比較的早期にアメリ
カやカナダ等の国の研究成果を取り入れ,環境会計について学界でもあまり目
新しいものではなくなっており,環境会計の基本理論においてある程度進んで
いる｡
2.中国環境会計の実務の状況
中国企業は一般市民に対して環境報告をまだ行っておらず,多くの環境事項
の会計処理問題に直面していても,環境会計と報告が未だはっきりしていない｡
以下主に3つの実証的調査資料から環境会計情報の供給と需要という角度から
中国企業の環境会計実務を分析,評価することにする｡
① 1997年に王立彦等 [27]は,中国国務院発展研究センターの資源環境計算
課題研究を行い,アンケート調査を実施している｡
その調査結果によると,企業が環境問題報告を作成しているかどうかとい
う問いかけに対して,26社は肯定的な回答を寄せたが,22社が ｢作成してい
ない｣,10社が未回答であった｡企業が作成した環境報告は,一般的には上
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級の主管行政機関の環境管理部門に報告されるものであり,対外的に発表す
るものではない｡
② 1998年に王立彦等 [24]は,上述の調査をベースにして,企業の会計士を
対象とする調査を行っている｡ この調査の主題は財務会計スタッフの業務背
景及び環境意識,財務会計主管スタッフが企業の環境マネジメント方針決定
に参加する基本的状況,企業の環境支出の現状及び会計処理方法,財務会計
スタッフの環境会計に対する考え方等である｡
調査対象の財務会計主管スタッフの大多数 (88%)は,環境指標と財務会
計指標の関連性が必要であると考えており,企業の内部管理に環境関連の管
理が求められるべきであると考えている｡ また,22社の財務会計スタッフが
環境問題の処理に当たっている｡
調査結果によると,表 2は企業が現在行っている環境保全支出の実情と会
計処理方法を示している｡
③ 2000年,清華大学のメンバーと日本側メンバーのグループ [27]が ｢企業
環境対策と投資対象選択の関連｣についてアンケー ト調査を実施している｡
この調査対象は主に中国の機関投資家である｡機関投資家とは,主に投資ファ
ンドと証券会社である｡ 調査の内容は,環境問題に関する関心の程度,環境
保全対策が企業の収益と成長に及ぼす影響,環境保全対策の情報開示,投資
企業を選択する場合に企業の環境保全対策を考慮に入れる必要性などについ
ての考え方である｡
このアンケー ト調査の統計結果分析は次の通りである｡
中国の機関投資家の多 くは,投資対象企業の環境保全状況について,かな
り関心を払っている｡半数近 くの機関投資家は投資対象企業がISO14001認
証を取得 しているか等の環境的状況を調査する｡ そして環境保全に力を入れ
ている企業にある程度の投資を行う｡
中国の機関投資家は,将来投資対象を決定する際に,企業の環境保全対策
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を考慮する必要があると考えている｡ 現在の中国企業は,海外市場における
商品販売促進のために,すでに環境取組んでいると考えている｡
以上の三つの調査分析により,中国企業の環境会計実務の現状に対する総括
として次のことが指摘出来る｡
① 企業会計士は企業の環境プロジェクトを決定する際に,重要なメンバー
として参加している｡
② 企業が環境についての報告書を作成している｡ しかし,それらは行政機
関または環境保全機関へ提出するものであり,対外的には開示していない｡
③ 企業は,環境支出の会計処理問題をすでに抱えている｡
④ 政府は企業が環境マネジメントを強化する中で重要な役割を果たすよう
促すべきである｡
⑤ 中国の機関投資家が投資対象を決定する場合,企業の環境保全対策や,
環境保全支出,環境保全の効果についての情報を必要としている｡
⑥ 中国企業は現在環境会計情報を提供する能力を有しているが,動機が未
だ明らかに不足しており,環境会計の処理方法についても改善が待たれる｡
第3節 中国の企業における環境会計の取組み事例
中国における企業の環境会計の取り組み事例として,明らかになっているも
のは少ししかな十｡我々が知りえたものは,いずれも中日合弁企業によるもの
であり,北京 ･松下彩色顕像管有限公司,上海索広映像有限公司 (ソニーグルー
プ),蘇州横河電表有限公司などがあった｡この三つの有限公司の環境会計は
おおよそ環境省の環境会計ガイ ドラインに沿ったものであり,類型としては,
上海索広映像有限公司が環境保全コスト主体型,北京 ･松下彩色顕像管有限公
司は経済効果対比型,蘇州横河電表有限公司が総合的効果対比型となっている｡
なお,蘇州横河電表有限公司では環境負荷物量データからエコバランスを作成
し,環境負荷指標 (エコポイント)を試算するという先進的な取り組みをして
いる｡ここでは,主として北京 ･松下彩色顕像管有限公司の環境会計について
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展開する｡ 上海索広映像有限公司と蘇州横河電表有限公司については,文献
[28]を参照されたい ｡
2002年4月に,中日合弁企業北京 ･松下彩色顕像管有限公司における環境会
計の実情を知るため,企業における環境会計の導入について直接ヒアリング並
びに質問事項調査を行った｡以下,北京 ･松下彩色顕像管における環境会計の
取り組み事例について分析する｡
1.松下彩色顕像管の概要
北京 ･松下彩色顕像管有限公司 (Beijing･MatsushitaColorCRYC0.,Ltd.
略称 :BMCC)は,1987年に創業し,2001年に売上高347億円,従業員約4000
人の電子メーカーである｡環境会計の実施担当部門は品質技術部標準化管理課
である｡
BMCCは,急速な工業の発展により環境汚染が進み,水質汚濁,石炭の燃
焼に起因する酸性雨の発生,大気汚染等が深刻化し,環境問題への関心が高まっ
ている情況を配慮して,環境負荷を継続的に改善するための仕組みとして,環
境マネジメントシステムを構築し実行している｡ BMCCでは環境マネジメン
トシステムの構築とともにISO14001の認証取得を推進 し,1996年度末にISO
14001の認証取得を完了している｡
2.環境会計の考え方
BMCCにおける環境会計の試みは,外部に対して現時点では環境報告書上
で環境投資額や費用額と主要な構成要素を記述することによって開示し,環境
会計に取り組んでいる旨を記述しているにとどまっている｡
環境保全と経営を考える重要なツールとして1999年より環境会計を導入して
いるが,BMCCが環境会計を導入する理由として,①内部における環境管理
体制の充実,②環境活動によるコスト削減効果を把握する,③環境リスクの管
理に利用する,④企業の社会的責任,⑤投資家や金融機関の問い合わせが増加,
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等を挙げている｡
BMCCの環境会計は,企業内部における環境保全コス トの把握,集計等に
関する指針,ガイ ドラインに準拠 し,分類 ･算出をしている｡ 環境コス トは,
環境活動に関わる各項目に設備投資額と経費に分けて集計 している｡人件費は
一定期間の労働時間配分比率等を集計している｡ 複合コス トの主たる部分が環
境コス トであると認められる場合全額を集計 している｡環境保全効果は環境活
動の結果,節約できた費用額と環境改善効果を集計 している｡これらは金額と
物量単位での把握を含む｡
表2は,BMCCの環境会計を示 している｡2000年度は,環境コス ト金額6579
表2 北京 ･松下彩色顕像管の環境会計
●環境コスト (単位 :百万円)
環境コスト項目 1 1999年度 2000年度
設備投資額 経費 合計 設備投資額 経費 合計
藁 コ l音 スア内 ト 公 害 防 止 10.16 61.78 71.94 - 59.25 59.25
事 業 場 の省エネルギー 1.65 0.76 2.41 -
廃勲知の処理.リサイ クル 8.89 2.92 止81
その他の地球環 境 保 全 1.27 3.81 5.08 3.81 3.81
上 .下 流 コ ス ト - - - -
管 理 活 動 コ ス ト 1.71 1.71 - 1.33 1.33
研 究 開 発 コ ス ト 2.54 - 2.54 - - -
社 会 活 動 コ ス ト - - - - 1.4 1.4
環 境 損 傷 コ ス ト - - - - - -
●環境効果 (単位 :百万円)
環 境 効 果 項 目 1999年度 2000年度
削減効果 事 業 場 の 省 エ ネ ル ギ ー 0.71 0.62
廃棄物 の処理 .リサイ クル 25.4 30.86
上 下 水 の 費 用 削 減 - 0.78
包装材および物流費用の削減 - -
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万円に対 して,環境効果金額は3226万円であった｡ここでの環境効果は,環境
会計ガイ ドラインにおける環境保全対策に伴う経済効果に相当するものである｡
環境会計実施後の集計結果について,自主的な環境管理における目標実行に
伴う支出額の管理に利用 している｡ そして環境会計情報は社内での環境担当役
員等への報告や環境報告書等のために利用 している｡
3.物量単位データ
BMCCは未だ新 しく,事業 も急拡大 しているため,汚染物質排出量が減少
しているものと増加 しているものがある｡ そのような状況のもとで環境マネジ
メントを構築 し,着実に環境負荷低減を図っているところである｡
① CO2排出量
2000年度のCO2排出量は9.34万 トンで前年度比+11%となっている｡
② 大気汚染物質の使用状況
BMCCでは,､大気汚染物質の排出抑制を推進 している｡2000年度のNOx
排出量は0.288トンで前年度とほぼ同じである｡
③ 産業廃棄物の排出状況
BMCCでは,2000年度の産業廃棄物の総発生量は12880トンで前年度比15
%減少となっていて,排出物の再利用及び再資源化に様々な形で取組んでい
る｡ ケ
4.所感
中国の企業においては,まだ環境に対する関心が低い中で,合弁企業である
という立場もあるが,北京 ･松下彩色顕像管有限公司が環境保全に取 り組む一
環として,環境会計を作成 ･開示 しているところは評価できる｡類型としては,
経済効果対比型であるが,物量単位のデータもあるので,容易に総合的効果対
比型にすることも可能である｡ より詳細なデータを蓄積することにより,コス
トと保全効果や経済効果の対応関係が示されることが望まれる｡
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第4節 中国における環境会計の導入への提言
中国における環境会計の背景,現状と取組み事例について,上述のような分
析を行った｡持続可能な開発という理念主導型の経済生活を行う21世紀には,
中国企業は環境会計業務を大きく展開し,環境報告書を作成することになるだ
ろう｡また,投資家等利害関係者を含む会計情報使用者は企業の環境会計情報
を必要とし,更に合理的に環境会計情報を利用して投資等の決定を行うための
一助とするであろう｡ 中国会計学会も更に環境会計研究を必ず重視し,推進す
るはずである｡
1.環境会計と環境報告書の国際比較の研究強化
環境会計を研究するには,まず,国外の環境会計実務と研究を理解する必要
がある｡このため,欧米や日本等の環境会計研究文献を整理し,これらの環境
会計と環境報告書実務に存在している問題点を理解しなければならない｡つま
り,環境会計と環境報告書の国際比較研究を行い,そこから環境会計の研究成
果を汲み取って,その実務経験と教訓を参考にし,それをベースにすれば中国
の環境会計実務と研究をよりよく展開することが可能になり,国際的にも協調
できるようになる｡
また,環境会計と環境報告書における,解決すべき問題点には,会計学と環
境科学,環境経済学,情報科学等の多くの学問を学際的に交えて応用する必要
がある｡
2.政府機関による環境会計の推進
企業が環境会計業務を自発的に進めることはもとより重要であるが,行政が
環境会計の推進に積極的で重要な役割を果たすべきである｡ 例えば,米国の環
境保護局 (EPA)は,1995年には ｢経営管理手法としての環境会計入門｣と
いう手引書を,日本の環境省も ｢環境会計ガイドライン｣を公表して,環境会
計推進に重要なプラスの役割を果たしている｡ そして,産業界と学界等の各方
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面の力を結集して環境会計の研究をしたり,環境会計に関連するガイドライン
を発表したり,行政の主導で企業がこれらの指導を受け入れるよう努め,環境
会計業務を展開している｡中国でも,政府機関は環境報告書の作成基準等環境
管理の規格に関する基準の確立等の支援と指導を強化することがますます必要
になっている｡
3.中国に合う環境会計の類型モデル
中国において環境会計を普及させる場合に,どのような類型モデルが適して
いるであろうか｡どちらかと言うと,中国にとってしばらくの間は,環境より
も経営の方が優先されることが予想されるので,環境保全を企業経営の視点か
ら見るような型が合いそうである｡しかし,中国においてもこれから企業の方
針が多様化してくることが考えられるので,多様な類型を用意しておくことが
望まれるだろう｡その際,日本の環境会計ガイドラインは中国で通用するであ
ろうか｡一応,それは複数の型を用意することにより,柔軟な枠組みを提供し
ようとしているので,それで使えないことはないであろうが,合うかどうかは
別である｡日本の場合,環境省のガイドラインに沿ったものが非常に多くなっ
ていると同時に,このところ環境会計が日進月歩で変化している｡中国におい
ては今のところ環境会計を導入している企業は少ないが,政府が推進し始める
と,ISO14001のように急速に普及する可能性がある｡いろいろ試してみるし
かないように見える｡
4.内部環境会計
内部環境会計を本格的に導入するには,手続きが煩雑となり,導入にかかる
費用もかなりの額に昇ることが予想される｡まず,環境保全効果を算出する際
に必要となる物量ベースの投入 ･産出情報は通常各プロセス部門で把握してお
り,一方,全体のコスト情報は財務部門が管理しているため,それら部門間の
連携 ･協力体制の構築が不可欠となる｡また既に原価計算システムを活用して
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いる企業は,既存のシステムに環境コストを組み込めばよいが,原価計算の導
入そのものにかなりの手間がかかる｡ したがって,内部環境会計の導入初期に
は,適用する対象をコス ト等が集計しやすい範囲にとどめ,当該システムが軌
道に乗り,導入効果が確認できた後に,徐々にコス トとして集計する範囲およ
び環境会計を適用する対象事業領域を拡大していくといった対応が現実的とな
ろう｡
① 環境経営方針 ･目標の明確化
内部環境会計はあくまでも経営判断をサポー トする情報を提供するものであ
り,その集計結果を絶対的な判断材料とすることは適切ではない｡環境会計情
報に基づき,最終的に企業がどのような意思決定を行うかば当該企業の経営方
針によって異なることがある｡とりわけ環境問題に関しては,単純に環境コス
トの総額が小さい方法を採用することが企業経営にとって良い結果を生むとは
限らない｡例えば,環境規制を遵守するための投資については,ぎりぎり規制
を守れる程度の投資に抑えるか,将来の規制強化を考慮して,たとえ経済効果
が少ないあるいはマイナスとなっても大規模な投資を行うかといった選択肢が
存在する｡ そうしたケースについてどのような判断を下すべきかといった環境
問題に対する基本的な考え方を整理しておく必要がある｡
② 継続的改善の重要性
内部環境会計システムは,環境対策の効率化,コス ト削減を継続的に目指す
ものであり,一時的あるいは短期的に利用しても十分な効果が得られない｡環
境会計情報は常時把握するとともに,活用した結果をフィー ドバックして,環
境保全策の問題点の洗い出しや,継続的改善につなげることが重要となる｡ ま
た,内部環境会計システムは発展途上のシステムであるため,導入当初からの
経験を生かしてシステム自体も徐々に改良し,より使いやすいものにしていく
ことが望まれる｡ 実際,内部環境会計を既に導入している企業では,システム
改善に向けた取り組みが進んでいる｡ 内部環境会計手法が徐々に標準化されて
いけば,それらをベースにして作成される外部環境会計の企業間の比較も可能
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となろう｡
5.外部環境会計
住民や消費者そして株主 ･投資家など多くの利害関係者との,理解しやすい
透明な環境情報の共有化,即ち ｢環境コミュニケーション｣が重要である｡
｢環境会計｣と ｢環境報告書｣が経営の不可欠なツールとなることはこれまで
の話で十分に理解されたと思う｡ 中国企業が将来的に直面するであろう外部環
境会計領域の問題点は次の通りである｡
① 環境評価指標体系を統一する｡現在,環境への取組みの進展度合いにより,
効果の規模が異なっている｡早くから環境保全に取り組んでいる企業では,
追加的コストによる限界的な効果は小さくなる一方,これから本格的に環境
保全活動を開始する企業では,大きな効果が生じやすい｡
② 機会費用や定量的把握の考え方と既存の財務会計制度との関係等,会計手
法としての理論的根拠の確立,企業の判断に委ねられている環境効果の範囲
や,客観的な測定方法を考えること｡
③ 業種 ･業態により,環境負荷発生量やコスト構造に大きな差異があるため,
異業種間の比較には注意を要すること｡
④ 環境会計情報のみに頼るのではなく,環境報告書や今後本格化するであろ
う環境格付けの情報等も参考にしなから総合的に評価していく必要がある｡
環境会計が今後一層発展していくために,①各業界の環境リーディング企業
や業界団体による業種別ガイドラインの作成,②環境省等の関係官庁による普
及促進,③会計事務所やコンサルタント会社等による個別企業への導入支援,
④エコファンド等の機関投資家や環境格付け機関による評価手法の研究 ･確立
等,関係者のさらなる尽力が求められる｡
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おわリに
本論文は,日本における環境会計の事例を分析し,中国における環境会計の
導入についての方向を構築するための研究であった｡
地球環境の持続可能性が大きな課題となる21世紀の社会では,環境経営は企
業存続の必要条件にさえなるかもしれない｡企業が持続的な発展をするために
は,経済活動と環境対策の両立が不可欠であり,環境保全活動についても財務
面から管理することの重要性が認識されつつある｡ このように高度化していく
環境経営において,進むべき方向性を正しく示す羅針盤のような働きをするの
か環境会計である｡ しかし環境会計は未だ発展途上にあり,解決すべき多くの
課題を抱えているのが現状であり,今後の議論や実務の成熟を得たねばならな
い部分も多い｡
環境会計の将来を考える上で,経済効果,環境負荷削減効果の点で充分な予
測をあげ,環境コストや効果等のデータの精度の向上を図っていくための検討
が重要と考えられる｡
また,現在,環境会計について,米国はEPAを中心とした内部環境会計の
研究が主流なのに対して,欧州,日本は外部環境会計が先行しており,今後の
課題は内部環境会計と外部環境会計を高度に融合した環境会計の発展である｡
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